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気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第 2作業部会第 10回会合 

及び IPCC第 38回総会の概要(要約版) 

2014年 3月 25～29日 

 

気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第2作業部会第10回会合及びIPCC第38回総会は、2014年3月25-29日、

日本の横浜で開催された。この会議には115か国から271名以上が出席、国連、政府間組織、オブザーバー組織の

代表も出席し、世界のマスコミの注目を集めた。 

 

5日間の会議において、参加者は、プレナリー会合及び非公式会合を開催し、IPCC第5次評価報告書(AR5) WGII

報告書について検討した。参加者を助けるべく、多様なセクション、及び政策決定者向けサマリー(SPM)の題目に関

し、調整役筆頭執筆者(CLAs)の簡単な非公式プレゼンテーションが行われた。会議の終了時、WGIIはSPMを承認し、

テクニカルサマリー及び付属書を含める報告書本文を受理した。 

 

SPMは、序文及び3つの主要なセクションで構成される。序文は、気候変動のリスクの評価と管理を論じる。セクシ

ョンAは、観測された影響、脆弱性、複雑かつ変化しつつある世界での適応を記述、この中には次の項目が含まれ

る：観測された影響、脆弱性、曝露；意思決定の概要。セクションBは、将来のリスクと適応の機会を記述、これには

次の項目が含まれる：部門及び地域を横断する主要リスク；セクター別のリスク及び適応ポテンシャル；地域におけ

る主要なリスクと適応ポテンシャル。セクションCは、将来のリスクの管理及び回復力の構築に焦点を当て、次のサブ

セクションを含める：効果のある適応に関する原則；気候回復力のある経路と転換。加えて、SPMには、背景及び評

価に関する少数のボックス、さらには多数の図表などの補足資料が含まれる。 

WGIIの審議終了後、IPCC-38は会合し、AR5のWGII報告書を正式に採択した。承認されたSPM及びその元となる

主文報告書は、右記IPCCウェブサイトに掲載される：http://ipcc.ch.  
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IPCC会議の簡易分析 

「花の蔭 赤の他人は なかりけり」（Under the cherry tree there is no stranger） 

小林一茶 (1763-1827) 

 

長い5日間と深夜の会議の末、IPCC作業部会IIは、IPCC第5次評価報告書の影響、適応、脆弱性に関するWGII報

告書を採択した。115か国の政府及び執筆者、査読者は、詳細にわたる1行ごとの議論をし、2500頁以上の政策決定

者向けサマリー(SPM)に記載された結論の絞り込みを行った。IPCC議長のRajendra Pachauriが発言したとおり、この

報告書は「この惑星のいかなる人間も気候変動の影響を受けないものはいない」ことを明らかにした。花の蔭に赤の

他人はいないように、この問題に関係しない「赤の他人」はおらず、皆、同じ問題を共にしている。 

この報告書は、AR5を構成する4つの報告書の2番目にあたる。2013年9月、気候変動の自然科学の根拠に関す

るWGI報告書が承認されたのに続くもので、さらにこの後には、2週間以内に承認予定の気候変動の緩和オプション

に関するWGIII報告書が続く。3部のWG報告書を統合する統合報告書は、2014年10月にパネルの審議を受ける予定

である。全体として、AR5は、世界の気候政策に科学的根拠を提供することを意図しており、その中には、2015年、パ

リ会議での採択が期待されるUNFCCC締約国の新しい気候変動に関する国際合意が含まれる。 

この簡易分析では、報告書の主要な結論を紹介し、SPM承認プロセスを振り返り、現在進められている世界的政

策という大きな観点から、この会議を位置づける。 

 

主要な結論 

AR5のWGI報告書において、気候系に対する人間の影響が明確に確定したのを受け、WGIIは、評価にリスクベー

ス手法を取り入れ、IPCCの主要目的、すなわち政策に関連するが、政策を規定することはないという目的を論じた。

共同議長のFieldが説明するとおり、「将来について賢い手法を取ろうとするなら、可能性ある影響結果の全範囲を検

討する必要があり、これは可能性が高い影響結果だけでなく、たとえ確率は低くても、真に破滅的な影響を与える影

響結果も検討する必要があることを意味する。」  

この報告書で明らかにされたことは次のとおりである：評価を受けた科学文献の大多数によると、（気候変動の）

影響は大半が負の影響であり、気候変動の進行で悪化するばかりであり、都市、生態系、生物種、人間の健康、食

糧生産など、ほぼ全てのものに影響が及ぶ。この結論は、関連する科学文献において顕著に拡大した知識ベースに
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基づくものである。さらに、世界の一部の地域、特にアフリカにおいて、情報面での明らかなギャップが、たとえなかっ

たとしても、この結論は、むしろ厳然さを増す可能性が高い。 

しかし、共同議長のFieldの発言どおり、この報告書は、「恐るべきシナリオ、滅亡、暗鬱」だけではなく、気候変動

の悪影響に適応する行動としてとられる措置や、存在しうる機会、さらには将来のリスクを管理し軽減する上で役立

つ可能性がある措置についても、慎重ながら楽観的な注目を寄せている。 

AR5 WGII報告書をこれまでの報告書と比較した場合、おそらく最も明確な特色と言えるのは、脆弱性を進行させ

る多数のストレスの中でも、気候変動を真正面に据え、多数の異なる規模やレベルにおけるリスクへの曝露を強調

していることである。この報告書は、貧困の役割、食糧安全保障の無さ、適切なインフラの欠如、浸食、人口密度、都

市化、対立、その他の脆弱性要素は気候変動の影響可能性を評価するカギであると強調する。多面性という特徴は、

リスクをさらに深刻なものにするが、その一方で、脆弱性軽減の道筋をより明確にする、簡単に言えば持続可能な発

展ということである。 

 

言葉は変えても、失われることのない本質  

気候変動及び適応に関する科学文献の組織が累乗的に拡大するにつれ、学術用語も増え、概念もより複雑かつ

相互に関連しあうものになる。横浜での作業の大半は、専門の科学用語を政策決定者やマスコミ、一般人でも容易

に理解できる言葉にどう翻訳するかに費やされた。ある科学者が述べたとおり、科学者には完全に適正な表現も、

政策決定者にはそれほど適切でない可能性がある。このことが繰り返しおきたのは、SPMの表現を、科学者は十分

正しいと考えるものに保持すると、SPMを行動の根拠にしようとする政策決定者にはおそらくあまり役に立たない表

現になるという課題に直面したときである。この意味で、横浜での会議は、建設的かつ率直な意見交換を特徴とする

会議であり、多くのものの見解では、長時間の議論により、科学的な十全性を損なうことなく明確な文章に到達でき

た会議である。  

 

横浜会議の先にあるもの 

WGII報告書の影響と普及は、国際的な環境問題、開発問題で特に活発な議論が起きているタイミングで起きた。

自然科学ベースのWGI報告書、さらには緩和に関するWGIII報告書と合わせ、この報告書は、わかっているものだけ

を挙げても次の会議の場に情報を提供する：9月、ニューヨークで、国連事務総長のBan Ki-moonが開催する国連気

候サミット；UNFCCCの交渉、これは2015年パリ会議において新しい気候合意に至ると期待される；今年後半、サモア

での、小島嶼開発途上国に関する第3回国際会議；2015年の災害リスク軽減に関する世界会議；そして持続可能な
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開発目標及びポスト2015年開発議題に関する議論。さらに、国家や都市、地方政府レベルでも、多数の政策決定者

や意思決定者がこの報告書の結論に注目するとみられる。 

日本の詩人（俳諧師）小林一茶の句に、「花の蔭 赤の他人は なかりけり」というのがある。これは、人間社会そし

て自然界全てに共通する何かがあるとの意味にも解釈できる：何があろうと、皆、気候変動の影響を受けるのである。

どれだけ適応できるか、リスクを管理するか、緩和するかは、影響やリスクの深刻さで定まるが、完全に無くせるわけ

ではない。今週、繰り返し強調されてきたとおり、被害は既に発生しており、その一部は不可逆的である。このため、

実際には、科学者であり調整役筆頭執筆者でもあるMichael Oppenheimerの発言のとおり、花の蔭で、「だれもが（悪

影響の）標的になっている」のである。 

WGII評価報告書は、政策決定者による適応のための新しいツール及び戦略の策定に重要な根拠を提供し、気候

変動とリスク、そして開発の関係の理解を助ける。SPMは、より一般的なものにせざるを得なかったが、氷山の一角

を示しているに過ぎない；詳細や定量化については、根拠となる評価報告書本文に十分な情報が提供されており、

どのレベルの政策決定者も、特定の疑問に直面した際には利用することができる。  

WGII報告書は、気候変動とリスク、開発の相互関係を強調し、明確にし、何をすべきかの理解を深める上でかなり

有用な報告書であり、同時に、行動を取らない場合の破滅的な影響も明らかにした。 

 

（IGES－GISPRI仮訳） 
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